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研究成果の概要： 
 本研究は、市町村合併による都市計画論的課題について調査検討を行ったものであり、得られ

た研究成果としては、大きく２つの分野に渡っている。１つは、都市計画の課題であり、市町村

合併による地域格差と住民意識との関係、および都市計画の規制誘導等に関する成果である。も

う１つは、都市交通に関する研究成果であり、都市計画道路の見直し基準に関する研究と、新し

い公共交通システムとしてのデマンドバスに関する調査検討を行った。 
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１．研究開始当初の背景 
 平成の大合併は、平成 11 年の合併特定法
改正により、合併する市町村への手厚い財政
支援が制度化されてスタートした。このよう
な背景から平成 11 年 3 月末の全国の市町村
数は 3,232 であったものが、平成 18 年 4 月
現在では 1,820 まで減少した。その結果、地
方分権の流れを受けて市町村のあり方が問
われると共に、効率的で自立した行政体制が
求められている。市町村合併後の都市計画論
的な課題としては、以下のような事項が上げ
られる。 

（１） 都市計画区域の整合性の課題 
 合併した市町村が複数の都市計画区域を
含むことになるため、土地利用上の整合性の
課題がある。特に線引きされた行政区域と非
線引きの行政区域が合併した場合には、都市
計画上の規制や用途地域の変更等がある。 
（２） 都市計画道路の見直しの課題 
 本来、都市計画道路は当該市町村が計画し、
事業を行うものであるが、複数の市町村合併
により、それまで計画・事業化されてきた都
市計画道路全体の見直し作業を行い、合併後
の新たな都市計画道路の計画を立案するこ
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とが求められる。 
（３） 公共交通確保に関する課題 
 従来、地方における公共交通として基幹的
な役割を担ってきたバスは、自動車保有率の
増加に伴う採算性の問題から、不採算路線か
らの撤退が進んでいる。特に平成 14 年の道
路運送法改正により、路線バスの参入や撤退
が原則自由となり、地方都市や中山間地域の
路線バスの撤退が加速された。しかし、高齢
化が進む地方都市や中山間地域では、自動車
の利用が困難な世帯にとっては、バス路線の
廃止は日常生活に大きな影響を与える結果
となった。そのため、バス事業者が撤退した
場合には、市町村が地域住民の足の確保を目
的として廃止代替バス（市町村乗合バス）の
運行を行っている。しかし、バスの利用者は
年々減少し、結果的に行政からの補助金の支
出は増加する一方である。従って、行政の課
題としては、地域住民の利便性を向上させ、
且つ財政負担を削減するかが、大きな課題と
なっている。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、市町村合併による都市計画論的
な課題を調査・分析し、都市計画区域の再編
課題と効率的な交通体系の確立に向けての
指針を提案することにある。具体的には、以
下に示す課題について実証的な調査研究を
行う。 
（１） 市町村合併による都市計画区域に関

する地域格差に関する研究 
（２） 市町村合併による都市計画道路の見

直しに関する研究 
（３） 新たな公共交通としてのデマンドバ

ス導入に関する研究 
 
３．研究の方法 
 研究の目的で記述したように、大きく３
つの課題について調査研究を行う。 
（１）「都市計画区域に関する地域格差問題」
としては、以下に示すような内容で調査研究
を行う。なお、これらの研究対象都市として
は、群馬県伊勢崎市を事例とする。 
①「地域格差と住民意識に関する研究」 
②「地域格差と自治体意識に関する研究」 
③「都市計画区域の併存状況と規制誘導に関
する研究」 

 
（２）「都市計画道路の見直しに関する研究」
としては、群馬県前橋市を事例として行う。
研究の流れは以下の通りである。 
① 全国都道府県と政令指定都市における
「都市計画道路見直しガイドライン」の
現状把握 

② 都市計画道路再評価のための評価フロー
の策定 

③ 定量的手法による都市計画道路の総合評

価の提案 
 
（３）「デマンドバス導入に関する研究」と
しては、群馬県内の中山間地域を対象として
研究を進める。 
① 全国の市町村の中でデマンドバスを運行
している自治体を対象とした実態調査 

② デマンドバス導入のための地域調査 
③ デマンドバスの運行実験データの収集と
評価 

 
４．研究成果 
（１）「市町村合併による都市計画区域の地
域格差に関する研究」としては、以下のよう
な内容について調査研究を行い、合併後の
様々な観点から検討を行った。 
①「地域格差と住民意識に関する研究」 
 本研究では、合併した都市の都市計画、都
市構造、住民意識の三つに着目し、それらの
地域格差の関係を明確にすることを目的と
した。得られた主な結論は次の通りである。 
○ 住民から見た「都市の総合評価」は、地
域格差があり、それは都市計画や都市構
造と密接な関係があることが明らかとな
った。換言すれば都市計画の規制が都市
構造を介して住民意識に大きな影響を与
えている。 

○ 合併後の都市計画の規制・誘導を考える
上で、最も大きな境界線は市街化調整区
域と非線引き区域の境界である。この境
界を境に都市計画や都市構造の格差に起
因する住民意識の格差が大きいことが実
証された。また、住民意識の格差を解消
するためには、都市計画の規制の不連続
性問題や地域格差を是正するための方策
が必要である。 

②「地域格差と自治体意識に関する研究」 
 本研究では、全国の中で合併した５万人以
上の自治体を対象として、合併誌の都市計画
区域の現状について調査検討を行ったもの
であり、得られた主な結論は以下の通りであ
る。 
○ 合併市の都市ＭＰの策定、都市計画区域
再編、線引きの見直しについてそれぞれ
の予定年および予定期間を把握した。そ
の結果、合併市の多くは、平成 20年、合
併後４年未満を目途に都市計画の諸課題
に対する様々な意思決定を行う予定であ
ることが明らかとなった。 

○ 都市計画区域再編後の都市計画区域のあ
り方に関する自治体意識としては、一つ
の行政区域内の都市計画区域としては
「全域線引き」が望ましいものの、各回
答市の都市計画区域としては、現状通り
が望ましいと考えている自治体も多い。 

○ 合併市の多くは、「全域線引き」の重要
性を認識しているものの、都市計画区域



 

 

の現状を勘案すると、線引きだけではな
い個別の規制誘導が重要であると認識
していることが明らかとなった。すなわ
ち、合併市の都市計画区域再編に際して
は、整合性を持って統一された規制誘導
を広域的に採用することは困難であり、
地域格差に合わせた個別の規制誘導を
併用していく必要があると考えられる。 

③「都市計画区域の併存状況と規制誘導に関
する研究」 
 本研究は、合併市の都市計画区域の併存状
況、都市計画区域のあり方や規制誘導の重要
性について、自治体意識の観点から定量化す
ることを目的としたものであり、得られた主
な結論は以下の通りである。 
○ 線引き・非線引き都市計画区域が併存し
ている自治体では、市街化調整区域の規
制誘導が非常に重要であると認識され
ており、中でも「都市計画法第 34 条 8
の 3」の規制緩和の重要度が非常に重要
視されている傾向にあった。このことか
ら線引き・非線引き都市計画区域が併存
している自治体の多くは、市街化調整区
域の計画的な規制緩和が重要であると
している。 

○ 市街化区域の人口密度が低いケースにお
いては、現状通り「線引き・非線引き併
存」が望ましいとの回答が多いものの「全
域非線引き」も検討に値するとの回答も
あった。 

 
（２）「市町村合併による都市計画道路の見
直しに関する研究」としては、群馬県前橋市
を事例として、合併後の都市計画道路の見直
しに関する調査研究を行った。 
 都市計画道路の多くは、戦後の都市への人
口集中やそれに伴う市街地の拡大を前提に
計画されてきた。一方、近年の人口減少、経
済の低成長を踏まえた市街地拡大の鈍化な
ど都市を取り巻く環境の変化に伴い、都市計
画決定時の道路の必要性が変化した路線や、
厳しい経済状況のもとに事業が進まず、長期
に渡って未着手・未整備となっている路線も
数多く存在する。 
 このような背景のもと、全国の自治体では
「都市計画道路見直しのためのガイドライ
ン」の策定を進めている。本研究では、現在、
全国の都道府県において作成・公表されてい
る「見直しガイドライン」の現状を把握し、
その評価視点、再評価の方法等について分析
を行い、具体事例としては、群馬県前橋市を
取り上げ、都市計画道路の評価を行う。得ら
れた主な結論は以下の通りである。 
○ 各自治体で作成している「見直しガイド
ライン」における評価視点、再評価の現
状について分析を行い、その結果、複数
のパターンに類型化することができた。 

○ ガイドラインの評価の流れを分類し、都
市計画道路の整備状況や自治体の実情を
踏まえた都市計画道路評価手法を提案す
ることができた。 

○ 提案した評価手法により、ケーススタデ
ィとして前橋市の都市計画道路に適用し
た結果、整備優先路線、整備有効路線、
変更・廃止候補路線を抽出することがで
きた。 

 
（３）「新たな公共交通としてのデマンドバ

ス導入に関する研究」については、デマンド

バスを導入している全国の自治体を対象と

した調査結果やデマンドバスの運行形態に

よる相違等に関する検討を行ったものであ

る。主な研究目的としては、「デマンドバスの

運行実態と運行経費に関する検討」、「デマンドバ

ス利用者の需要予測と普及過程に関する検討」、

「デマンドバスのタイプ別の評価に関する検討」

であり、得られた主な結論は以下の通りであ

る。 
○ ITS技術を使用したバスの予約・配車システ
ムの初期費用は2,000万円程度かかり，また

維持管理のための経費も必要となる。従って，

一日当たりの利用者数を考慮した上で，採用

すべきバスの予約・配車システムを導入する

ことが必要である。 

○ デマンドバスの利用者数は，当該地域の高齢

者数に比例することが明らかとなった。また，

デマンドバスの導入に当たっては，地元説明

会の開催を可能な限り実施することが利用

者数の増加とデマンドバスの普及過程にも

大きく影響を与えることを示した。 

○ デマンドバスの導入に当たっては，多くの自

治体で導入前に社会実験を行っているが，利

用者数が一定の数値に落ち着くまでには半

年以上の時間が必要となることから，短期間

の実験の結果をもって導入の可否を検討す

ることには注意を要する。 

○ デマンドバスの運行形態として「時刻固定・
路線非固定」と「時刻非固定・路線非固定」
の比較検討を行った結果，事業者側の評価結
果にはあまり差はなかったが，利用者側の
「アクセス時間」に大きな差が認められた。
利用者側の利便性の向上の観点から判断し
て「時刻固定・路線非固定」よりも「時刻非
固定・路線非固定」の方が望ましいものと思
われる。 
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